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中小企業防災・減災投資促進税制 

（特定事業継続力強化設備等の特別償却制度）

の運用に係る実施要領 
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中小企業庁企画課・経営安定対策室 

 

 

 

※この実施要領において使用する用語は、中小企業等経営強化法及び租税特別措置法 

において使用する用語の例による。 
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１．中小企業防災・減災投資促進税制の概要及び措置内容 

・ 中小企業防災・減災投資促進税制（特定事業継続力強化設備等の特別償却

制度）は、中小企業が自然災害に備えた事前対策を強化するための設備投

資を後押しするため、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下

「税法」という。）第１１条の４、第４４条の２、及び第６８条の２０に

おいて措置された。 

・ 青色申告書を提出する中小企業者又は個人であって、中小企業等経営強化

法（以下「法」という。）第５０条第１項又は第５２条第１項の認定を受け

た中小企業者が、その認定に係る法第５０条第１項に規定する事業継続力

強化計画又は法第５２条第１項に規定する連携事業継続力強化計画（法第

５１条第１項の規定による変更の認定又は法第５３条第１項の規定による

変更の認定があったときは、その変更後のもの。）に記載された対象設備を

適用対象期間内に新たに取得等をして事業の用に供した場合に、特別償却

（２０％）の税制措置を受けることができる。 

 

 

２．適用対象者 

・ 青色申告書を提出する中小企業者等（注）で、法第５０条第１項又は第５

２条第１項の認定を受けた法第２条第１項に規定する中小企業者に該当す

る者。 

（注）中小企業者等とは 

・ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人 

・ 資本又は出資を有しない法人のうち、常時使用する従業員数が１，００

０人以下の法人 

 ※ただし、以下の法人は対象外 

①同一の大規模法人（資本金の額若しくは出資金の額が１億円超の法人、

資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員数が１，

０００人超の法人、又は大法人（資本金の額又は出資金の額が５億円

以上である法人等）との間に当該大法人による完全支配関係がある法

人等をいい、独立行政法人中小企業基盤整備機構（法に規定する認定

事業再編投資組合を経由して間接的に保有している部分のみ）及び中

小企業投資育成株式会社を除きます。）から２分の１以上の出資を受

ける法人 

②２以上の大規模法人から３分の２以上の出資を受ける法人 

③前３事業年度の平均所得金額が 15億円超の法人 

・ 事業協同組合、協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同

組合連合会、商店街振興組合 

・ 常時使用する従業員数が１，０００人以下の個人事業主 
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３．適用対象期間及び適用手続きの手順 

（１）適用対象期間 

・ 中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部

を改正する法律（令和元年法律第２１号）の施行の日（令和元年７月１６

日）から２０２１年（令和３年）３月３１日まで。 

・ 当該期間内に、認定事業継続力強化計画等に記載された対象設備等を新た

に取得等して事業の用に供することが必要。 

 

（２）適用手続きの手順 

・ 事業継続力強化計画、連携事業継続力強化計画の作成 

事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計画を作成し、事業継続力

強化計画を作成した中小企業者又は連携事業継続力強化計画の代表者の主

たる事業所の所在地を管轄する経済産業局に認定を申請する。 

・ 設備の取得 

経済産業大臣の認定を受けた後、事業継続力強化計画又は連携事業継続

力強化計画に記載された設備を取得する。 

・ 税務申告 

設備を取得した後、税務申告を行う。 

なお、税務申告の際は、対象設備の償却限度額の計算明細書を添付する

ものとする。 

 

 

４．対象設備 

・ 本税制の対象となる設備は、次の表に該当するもののうち、認定事業継続力

強化計画又は認定連携事業継続力強化計画における目標の達成及び内容の

実現に資するものであることにつき、経済産業大臣の確認を受けたものとす

る。 

・ 当該確認は、経済産業大臣が事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計

画を認定する際に、併せて経済産業大臣が行うものとする。 

・ ただし、上記の要件を満たす設備であっても、以下の①又は②に該当する設

備は対象外とする。 

① 消防法（昭和２３年法律第１８６号）及び建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）に基づき設置が義務づけられている設備 

② 中古品、所有権移転外リースによる貸付資産 

・ なお、国又は地方公共団体の補助金等の交付を受けて取得等をした設備等

に対して、本税制を適用することも可能。ただし、法人税法上の「圧縮記

帳」の適用を受けた場合は、圧縮記帳後の金額が税務上の取得価額となる

ことに留意すること。 
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【対象設備の種類等】 

対象設備の種類等は、中小企業等経営強化法施行規則（平成１１年通商産業省

令第７４号）第２３条の規定に基づき、自然災害の発生が事業活動に与える影響

の軽減に資する機能を有する減価償却資産のうち、次に掲げるものとする。 

減価償却資産の種類 対象となるものの用途又は細目 

機械及び装置 

（１００万円以上） 

自家発電設備、排水ポンプ、制震・免震装置、浄水装

置、揚水ポンプ 

（これらと同等に、自然災害の発生が事業活動に与え

る影響の軽減に資する機能を有するものを含む。） 

器具及び備品 

（３０万円以上） 

全ての設備 

建物附属設備 

（６０万円以上） 

自家発電設備、キュービクル式高圧受電設備、変圧

器、配電設備、電力供給自動制御システム、照明設

備、貯水タンク、浄水装置、排水ポンプ、揚水ポン

プ、火災報知器、スプリンクラー、消火設備、排煙設

備、格納式避難設備、止水板、制震・免震装置、防水

シャッター、防火シャッター 

（これらと同等に、自然災害の発生が事業活動に与え

る影響の軽減に資する機能を有するものを含む。） 

 

 

                                 以上 


